
 
 

 
 

平成２９年度国土交通省 
行政事業レビュー外部有識者会合 

 

議事次第 
 

 

 

１．日時：平成２９年５月２４日(水) １６:００～１７:００ 

 

２．場所：中央合同庁舎第３号館４階特別会議室 

 

３．議題 

 

(１) 事務局挨拶 

(２) 外部有識者紹介 

(３) 公開プロセスの実施について 

(４) 公開プロセス対象事業の選定について 

(５) 質疑応答 

 
 
 

 



資料１ 

国土交通省行政事業レビュー外部有識者委員名簿 

 

〈 国土交通省委嘱外部有識者 〉                    

 菊池
き く ち

 きよみ  TMI 総合法律事務所 パートナー 弁護士 

杉本
すぎもと

  茂
しげる

   さくら綜合事務所 代表 公認会計士 

  谷口
たにぐち

 綾子
あ や こ

   筑波大学大学院システム情報工学研究科 

准教授 

長谷川
は せ が わ

 太一
た い ち

  新日本有限責任監査法人 シニアマネージャー 

         公認会計士 

樋野
ひ の

 公
きみ

宏
ひろ

     東京大学大学院工学系研究科 准教授 

  村山
むらやま

 顕人
あ き と

     東京大学大学院工学系研究科 准教授 

   

〈 行政改革推進本部事務局委嘱外部有識者 〉 

上山
うえやま

 直樹
な お き

  増田パートナーズ法律事務所 パートナー 弁護士 

  大屋
お お や

 雄
たけ

裕
ひろ

  慶應義塾大学法学部 教授 

 山田
や ま だ

 肇
はじめ

   特定非営利活動法人情報通信政策フォーラム 

理事長 

 

※50 音順、敬称略 



資料２－１ 
 
 

公開プロセスの実施について 
 
 
１．公開プロセスについて 

 外部有識者による点検の対象事業のうち、公開点検が望ましいと判断される事業

（７事業）について、公開の場で外部有識者による点検を実施する。 
 
２．公開プロセス対象事業の選定について 
   行政事業レビュー実施要領に基づき、外部有識者による点検の対象事業の中から、国

土交通省行政事業レビュー推進チームにて公開プロセス対象事業候補を１４事業選定

し、この中から外部有識者の意見等を踏まえた上で、公開プロセス対象事業を７事業選

定する。 
   なお、外部有識者は、本会合後５日間、選定事業について、追加や変更を申し出るこ

とができる。 
 
３．点検の観点 

 行政事業レビュー実施要領を踏まえ、公開プロセスにおける点検・議論は、無駄の削

減の観点だけでなく、より効果の高い事業に見直すとの観点から熟議型により点検を実

施する。 
また、他の事業の徹底した見直しを通じて財源を捻出することを前提として、「伸ばす

べきものは伸ばす」との観点からも点検を実施する。 
 
４．公開プロセス当日の進め方 
（１）実施日時 
   ６月２１日（水）１３：００～１５：５０ ※３事業（１事業５０分） 

   ６月２２日（木）１３：００～１６：５５ ※４事業（１事業５０分） 

    
（２）実施体制 
   国土交通省が選定した外部有識者３名 

行政改革推進本部事務局が選定した外部有識者３名     計６名 
 

（３）議事の進行等 
推進チームの副統括責任者の進行の下で実施するとともに、インターネット中継を

行う。また、結果及び議事録を事後に公表する。 
 

 



資料２－２ 
 

行政事業レビュー実施要領（平成２９年３月２８日改正 行政改革推進会議）（抄） 
 
第２部 事業の点検等 
３ 公開プロセス（各府省による公開事業点検）の実施 
（１）対象事業の選定 

① チームは、以下の基準のいずれかに該当するものから公開プロセス対象事業を選定することとす

る。 

その際、客観性を向上させ、公開点検が望ましいと判断されるものが国民の視点で選定されるこ

とが重要であることから、外部有識者の知見が十分に活かせるよう、チームが幅広い候補事業を外

部有識者会合に示し、外部有識者の理解を得て絞り込みを行うこととする。 

ア 事業の規模が大きく、又は政策の優先度の高いもの 

イ 長期的又は継続的に取り組んでいる事業等で、執行方法、制度等の改善の余地が大きいと考え

られるもの 

ウ 事業の執行等に関して、国会の審議はもとより、会計検査院、総務省行政評価局、マスコミな

ど内外から問題点を指摘されたもの 

エ 現年度に政策評価における実績評価の対象となる施策に関連するもの（複数も可） 

オ その他公開の場で外部の視点による点検を行うことが有効と判断されるもの 

② 公開プロセス対象事業の選定にあたり、論点が専門的・技術的に過ぎ国民の関心を惹起すること

が期待し難い事業、事業内容の改善の余地が乏しいと考えられる事業など、公開の場で議論するの

にふさわしくない事業は対象としないものとする。 

③ 公開プロセス対象事業について、全体として予算規模が少額のものに偏ることのないよう、バラ

ンスに配慮した選定を行うものとする。また、公開プロセスを効果的かつ効率的に実施するため、

原則として、事業単位で１億円未満のものについては対象としないものとする。ただし、複数の１

億円未満の事業を一括りにして、その総額が１億円を超える場合や、１億円を超える事業の数が限

られている府省において、公開の場での外部の視点による点検を行うことが有効と判断される事業

がある場合は、この限りではない。 

（略） 
⑤ 公開プロセスに参加する外部有識者は、各府省が選定した事業に対して、追加や変更を申し出る

ことができる。各府省は、外部有識者の申出に対して誠実に対応するとともに、申出のとおり対応

しない場合は、当該申出の内容及び申出のとおり対応しない理由を各府省のホームページにおいて

公表するものとする。 

⑥ 公開プロセスに参加する外部有識者による追加や変更の申出の機会を確保するため、各府省は、

対象事業を決定した後、各有識者に対して、速やかに対象事業を通知するとともに、当該申出の受

付期間を通知した日から起算して少なくとも５日間（土日、祝日を除く。）設けることとする。 

（略） 
（４）公開プロセスの進め方 

（略） 
⑤ 公開プロセスにおける点検・議論は、無駄の削減の観点だけでなく、より効果の高い事業に見直

すとの観点から熟議型により行うこととする。 

（略） 
⑦ また、他の事業の徹底した見直しを通じて財源を捻出することを前提として、「伸ばすべきもの

は伸ばす」との観点から、（略）対象事業を強力に推進する旨の意見を取りまとめコメントに反映

することも可能とする。 



平成２９年度行政事業レビュー実施要領等の主な改善ポイント

・ 成果目標の設定根拠となる統計・データを追記。
（実施要領）

・ 国民運動など普及啓発事業に係る成果指標につ
いては、統計調査を活用するなど、ＰＤＣＡサイクル
の実効性を高められるものとすることを明示。
※ 同事業において、受託業者の業務上達成すべき目標の
達成を担保する工夫を記載することも明示。

（作成要領）

・ 地球温暖化対策事業に係る横断的な成果指標
（1tあたりのCO2削減コスト）の計算方法等の共通
化。 （実施要領）

・ 国際機関分担金等に係る成果指標として、日本
人幹部・職員数の割合を追記。 （作成要領）

・ 成果指標としてアンケートの結果を設定する場合
には、合理的な理由があり、かつ客観性が担保さ
れたものとすることを明示。 （作成要領）

・ 活動指標について「翌年度活動見込み」欄を追
加。 （レビューシート）

・ 成果目標の設定根拠となる統計・データを追記。
（実施要領）

・ 国民運動など普及啓発事業に係る成果指標につ
いては、統計調査を活用するなど、ＰＤＣＡサイクル
の実効性を高められるものとすることを明示。
※ 同事業において、受託業者の業務上達成すべき目標の
達成を担保する工夫を記載することも明示。

（作成要領）

・ 地球温暖化対策事業に係る横断的な成果指標
（1tあたりのCO2削減コスト）の計算方法等の共通
化。 （実施要領）

・ 国際機関分担金等に係る成果指標として、日本
人幹部・職員数の割合を追記。 （作成要領）

・ 成果指標としてアンケートの結果を設定する場合
には、合理的な理由があり、かつ客観性が担保さ
れたものとすることを明示。 （作成要領）

・ 活動指標について「翌年度活動見込み」欄を追
加。 （レビューシート）

●成果目標等の質的向上

・ 「当初予算+補正予算に対する執行額の割合」欄を追
加。 （レビューシート）

・ 国からの資金の流れとして、従来の契約類型に加えて、
「指名競争入札」や「補助金等交付」等の選択肢を追加。

（作成要領）

・ 独立行政法人運営費交付金に係る事業について、財
務諸表等におけるセグメント単位のレビューシートを導
入。 （実施要領）

・ 「当初予算+補正予算に対する執行額の割合」欄を追
加。 （レビューシート）

・ 国からの資金の流れとして、従来の契約類型に加えて、
「指名競争入札」や「補助金等交付」等の選択肢を追加。

（作成要領）

・ 独立行政法人運営費交付金に係る事業について、財
務諸表等におけるセグメント単位のレビューシートを導
入。 （実施要領）

●レビューシートの精緻化

・ 各府省政務へ直接講評を行う際には、行革選定有識
者を必ず含むことを明示。 （実施要領）

・ 各府省の自己点検を踏まえた概算要求等への反映状
況について、新たに「年度内に改善を検討」を追加。

（作成要領）

・ 各府省政務へ直接講評を行う際には、行革選定有識
者を必ず含むことを明示。 （実施要領）

・ 各府省の自己点検を踏まえた概算要求等への反映状
況について、新たに「年度内に改善を検討」を追加。

（作成要領）

●自己点検の実効性向上
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資料３－１ 
 

 

平成２９年度国土交通省行政事業レビューの 

今後のスケジュールについて 

 

  

 

○公開プロセス対象事業の事前勉強会 

事前勉強会①（６月５日（月）） 

    出席者：杉本先生、樋野先生、村山先生 

        大屋先生、山田先生 

   事前勉強会②（６月７日（水）） 

    出席者：上山先生 

事前勉強会③（６月８日（木）） 

    出席者：菊池先生、谷口先生、長谷川先生 

        上山先生、大屋先生、山田先生 

  ※ 詳細の時間については別途連絡済 

 

○現地視察（６月１５日（木）終日） 

  ※ 現地視察の視察先、日程等の詳細については後日連絡予定 

 

○公開プロセスの実施（６月２１日（水）、２２日（木）） 

 

○国交省委嘱外部有識者による事業の点検（７月上旬～中旬） 

 

○外部有識者による政務への講評(８月下旬) 

 

    

   



菊池
先生

杉本
先生

谷口
先生

長谷川
先生

樋野
先生

村山
先生

上山
先生

大屋
先生

山田
先生

１３：００～１３：５０ ○ ○ ○ ○ ○ ○

１４：００～１４：５０ ○ ○ ○ ○ ○ ○

１５：００～１５：５０ ○ ○ ○ ○ ○ ○

１３：００～１３：５０ ○ ○ ○ ○ ○ ○

１４：００～１４：５０ ○ ○ ○ ○ ○ ○

１５：０５～１５：５５ ○ ○ ○ ○ ○ ○

１６：０５～１６：５５ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 4 3 3 4 4 7 7 7

国土交通省委嘱有識者

平成２９年６月２２日（木）

国土交通省「公開プロセス」時間割（案）

行政改革推進本部事務局委嘱有識者

合計回数

事業Ｂ

事業Ｃ

事業Ｄ

事業Ｅ

事業Ｆ

事業Ｇ

事業Ａ

時間 事業名 担当局

平成２９年６月２１日（水）


